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１．農地・水・環境保全向上対策の概要（Ｈ19年度：303億円）
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２．農地・水保全管理支払交付金（Ｈ23年度：285億円）
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３．多面的機能支払交付金のこれまでの経緯
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４．日本型直接支払
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日本型直接支払うち
多面的機能支払交付金
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日本型直接支払うち
中山間地域等直接支払交付金
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○ 「農林水産業・地域の活力創造プラン」（平成25年12月決定）に基づき、これまで農林水産分野全般にわたる政策改革を実行。
これにより、産業政策と地域政策を車の両輪とする農林水産政策改革を推進し、若者が夢や希望を持てる「強い農林水産業」と「美し
く活力ある農山漁村」を実現。

地域政策：美しく活力ある農村の実現産業政策：農業の成長産業化

○農地バンクによる農地の集積・集約化

担い手の利用面積のシェア 48.7％（2013）→ 58.0％（2020）

○米政策の見直し ○農協改革

○日本型直接支払制度の創設

○農泊の推進

平成29年度から令和２年12月末までに累計554地域を採択。

○農福連携の推進

3-1. これまでの農林水産政策改革

○農林水産物・食品の輸出促進

輸出額はここ８年で倍増
4,497億円（2012）→ 9,217億円※（2020）

○森林・林業政策改革
森林経営管理制度と国有林の樹木採取権制度による意欲と能力のある経
営体への集積・集約化を推進。その中核となる森林組合の経営基盤を強
化。

○水産政策改革
水産資源の適切な管理と水産業の成長産業化の両立を目指す改正漁業
法が、令和２年12月に施行。

○ジビエ利用の推進
ジビエ利用量 1,283t（2016） → 1,810t（2020）

農業・農村の多面的機能が発揮されるよう、地域の共同活動等を支援。

○生産資材及び農産物流通・加工の構造改革

農業資材価格や流通コストの引下げを推進。

○スマート農業の推進

「農業新技術の現場実装推進プログラム」（令和元年６月策定）に
基づき、スマート農業の開発から普及までの取組を推進。

農業経営の発展とともに、障害者の自信や生きがいを創出し社会参画
を実現。

「強い農林水産業」と「美しく活力ある農山漁村」を実現

車 の 両 輪

※少額貨物を除く。

（参考） これまでの農林水産政策改革
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